
  

(注) 東京支社は証券取引法で定める縦覧場所ではありませんが、投資家の便宜を図るため備え置くものであります。 
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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については、

記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

回次 第64期中 第65期中 第66期中 第64期 第65期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 12,688,400 11,401,756 13,341,390 41,992,166 40,471,172

経常利益又は 
経常損失（△） 

(千円) 232,336 △287,751 △177,166 1,835,630 1,375,180

中間(当期)純利益又は 
中間純損失（△） 

(千円) 117,334 △107,554 △158,977 1,003,933 832,791

持分法を適用した場合の
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,730,000 1,730,000 1,730,000 1,730,000 1,730,000

発行済株式総数 (株) 18,391,627 18,391,627 19,722,027 18,391,627 18,391,627

純資産額 (千円) 13,037,743 13,624,029 15,577,630 13,937,564 14,581,452

総資産額 (千円) 23,922,916 25,456,138 29,003,918 28,874,469 29,177,454

１株当たり純資産額 (円) 710.95 743.35 804.39 758.32 793.86

１株当たり 
中間(当期)純利益又は 
１株当たり 
中間純損失（△） 

(円) 6.40 △5.87 △8.21 52.78 43.37

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり 
中間(年間)配当額 

(円) ― ― ― 9.00 7.00

自己資本比率 (％) 54.5 53.5 53.7 48.3 50.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △1,294,934 △350,720 △130,710 497,260 301,230

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △1,140,291 △477,615 △610,641 △1,885,141 △799,274

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △131,756 △166,770 △133,950 △134,343 △170,281

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 1,655,443 1,705,095 2,389,706 2,700,201 2,031,876

従業員数 (名) 1,117 1,104 1,214 1,110 1,102



２ 【事業の内容】 

（設備工事業） 

当中間会計期間における主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。 

（兼業事業） 

従来の直流電源装置の代理店業務、電気機械器具の販売および保険代理店業務に加え、平成１７年４月１日付で

合併した北海道用地株式会社が行っていた送変電設備の建設に係る調査・測量や既設設備の用地管理・周辺環境整

備業務および、当年度より開始した北海道電力株式会社からの送変電保守業務の受託を新たに兼業事業として追加

しております。 

また、主要な関係会社についての異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、その他の関係会社であった北海道電力株式会社による当社普通株式の公開買付けの結

果、平成１７年９月７日、同社は当社の親会社となりました。 

同社は、平成１７年９月３０日現在、間接保有を含め、当社の議決権の５３．１％を保有しており、配電線・発送

変電工事及び送変電保守業務等の主要取引先であります。当中間期における同社に対する売上高は１０５億４５百万

円で、当社の売上高に占める割合は７９．０％であります。 

人的関係については、同社の常任監査役１名が当社監査役を兼務しております。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員の状況については、設備工事業、兼業事業の双方に従事している従業員がおりますので、事業別区分を省略してお

ります。 

３ 従業員数が当中間会計期間において112名増加しておりますが、これは北海道用地株式会社との合併によるものでありま

す。 

  

(2) 労働組合の状況 

労使関係については、特記すべき事項はありません。 

  

従業員数(名) 1,214 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期におけるわが国の経済は、全体的に景気回復基調が持続し明るい兆しが見えてまいりましたが、北海道に

おきましては、一部に回復の動きが見られるものの、依然厳しい状況のまま推移いたしました。 

北海道の建設業界におきましては、民間ならびに公共工事がともに低水準で推移しており、当社を取り巻く経営環

境は依然として厳しく、特に、民間工事における価格競争激化ならびに公共投資の削減などによる収益性の低下が深

刻な問題となっております。 

このような状況のもと、当社は、平成１７年４月１日に北海道用地株式会社と合併するとともに、北海道電力株式

会社から送変電保守業務の受託を開始し、事業の拡充に努めてまいりました。また、同時に、全社をあげての営業活

動に邁進するとともに、業務の効率化、原価低減の徹底などに努めてまいりました結果、受注工事高２５４億７４百

万円（前年同期比１１．８％増）、売上高１３３億４１百万円（前年同期比１７．０％増）、経常損失１億７７百万

円、中間純損失１億５８百万円となり、繰越工事高２２４億９４百万円（前年同期比９．６％増）となりました。 

なお、事業種類別に示すと次のとおりであります。 

（設備工事業） 

売上高は１１４億３４百万円（前年同期比１．０％増）となりましたが、売上総利益は６億１５百万円（前年

同期比２．９％減）と増収減益となりました。 

また、設備工事業においては、契約により工事の完成引渡しが下半期に集中しているため、上半期に比べて下

半期の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。なお、当社の売上高は前年同期が１１３億２２

百万円であり、前事業年度は４０３億４百万円でありました。 

  

（兼業事業） 

北海道用地株式会社との合併、北海道電力株式会社からの送変電保守業務の受託開始に伴い、売上高は１９億

６百万円、売上総利益は１億２２百万円と増収増益となりました。 

なお、前年同期の売上高は７９百万円であり、前事業年度は１億６７百万円でありました。 

  

（注）「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動、投資活動及び財務活動による資金

の減少はあったものの、合併に伴う資金の増加により前中間期に比べ６億８４百万円（４０．２％）増加し、当中間

期末には２３億８９百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、売上債権の減少及び未成工事受入金の増加等があったものの、仕入債務の減少

及び未成工事支出金の増加等により１億３０百万円（前中間期に比べ２億２０百万円の減少）となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、投資有価証券の取得等により６億１０百万円（前中間期に比べ１億３３百万円

の増加）となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、配当金の支払い等により１億３３百万円（前中間期に比べ３２百万円の減少）

となりました。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注工事高及び施工高の状況 

① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

  

(注) １ 前期以前に受注した工事で契約の更改により請負金額に変更があるものにつきましては、期中受注工事高にその増減額を

含んでおります。したがいまして期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。 

２ 期末繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。 

３ 期中施工高は(期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致しております。 

  

期別 工事種類別 
期首繰越 
工事高 
(千円) 

期中受注

工事高 
(千円) 

計

(千円) 

期中完成

工事高 
(千円) 

期末繰越工事高 
期中 
施工高 
(千円) 

手持

工事高 
(千円) 

うち施工高 
(％、千円) 

前上半期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

配電線工事 2,095,409 11,776,053 13,871,463 7,764,777 6,106,686 29.3 1,787,690 8,937,761 

屋内配線工事 3,917,088 4,223,963 8,141,052 1,207,084 6,933,967 27.4 1,901,905 2,000,258 

その他工事 3,059,242 6,783,206 9,842,448 2,350,812 7,491,636 41.8 3,129,944 4,982,436 

計 9,071,740 22,783,224 31,854,964 11,322,674 20,532,290 33.2 6,819,539 15,920,456 

当上半期 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

配電線工事 2,387,186 13,265,986 15,653,173 7,885,279 7,767,893 31.8 2,472,608 9,845,652 

屋内配線工事 3,849,831 2,984,581 6,834,412 1,340,289 5,494,123 21.4 1,174,848 1,822,759 

その他工事 4,013,726 5,106,901 9,120,628 2,209,102 6,911,525 59.8 4,130,637 4,245,300 

兼業事業 ― 4,116,991 4,116,991 1,906,718 2,320,876 17.6 408,490 2,315,209 

計 10,250,744 25,474,462 35,725,206 13,341,390 22,494,418 36.4 8,186,585 18,228,922 

前期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

配電線工事 2,095,409 24,097,256 26,192,666 23,805,479 2,387,186 21.5 512,236 23,703,009 

屋内配線工事 3,917,088 7,087,092 11,004,181 7,154,350 3,849,831 18.0 692,377 6,737,996 

その他工事 3,059,242 10,298,761 13,358,004 9,344,277 4,013,726 52.2 2,094,439 10,940,396 

計 9,071,740 41,483,111 50,554,851 40,304,107 10,250,744 32.2 3,299,053 41,381,403 



② 完成工事高について 

当社は建設市場の状況及び北海道の地域的特性を反映して完成工事高が平均化しておらず、最近３年間につい

てみても次のように変動しております。 

  

  

③ 完成工事高 

  

(注) １ 完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。 

前上半期 請負金額１億円以上の主なもの 

当上半期 請負金額１億円以上の主なもの 

２ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであります。 

  

期別 

完成工事高(千円)

１年通期 
(Ａ) 

上半期
(Ｂ) 

(Ｂ)／(Ａ) 
％ 

第63期 44,840,795 13,461,055 30.0 

第64期 41,816,275 12,597,058 30.1 

第65期 40,304,107 11,322,674 28.1 

第66期 － 11,434,671 － 

期別 区分 
北海道電力
株式会社 
(千円) 

官公庁
(千円) 

一般民間
(千円) 

合計 
(千円) 

前上半期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

配電線工事 7,362,440 4,048 398,288 7,764,777

屋内配線工事 44,316 594,981 567,786 1,207,084

その他工事 1,095,067 24,348 1,231,396 2,350,812

計 8,501,823 623,377 2,197,472 11,322,674

当上半期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

配電線工事 7,598,688 5,076 281,514 7,885,279

屋内配線工事 17,719 176,579 1,145,990 1,340,289

その他工事 1,356,997 6,943 845,161 2,209,102

計 8,973,404 188,599 2,272,666 11,434,671

日本道路公団 東京建設

局 
・上信越自動車道森トンネル照明設備工事  

北海道電力㈱ ・道央北幹線基礎亀裂補修（基礎床板補修）  

北海道開発局 ・旭川東税務署電気設備（電力）工事     

北海道電力㈱ ・京極発電所新設工事のうち工事用６ｋｖ配電 

ダイヤモンドリース㈱ ・王子コンテナ九州北工場ＣＧＳ設置工事   

北海道電力㈱ ・道央南幹線新設工事のうち第３次架線工事 

㈱きんでん ・ＫＫＲ札幌医療センター新築電気設備工事 

前上半期     

 北海道電力㈱ 8,501,823千円 75.1％  

当上半期     

 北海道電力㈱ 8,973,404千円 78.5％  



④ 手持工事高(平成17年９月30日現在) 

  

(注) 手持工事のうち請負金額３億円以上の主なものは、次のとおりであります。 

  

(2) 兼業事業売上高の状況 

兼業事業売上高の状況は、次のとおりであります。 

  

  

区分 
北海道電力株式会社 

(千円) 
官公庁
(千円) 

一般民間
(千円) 

合計 
(千円) 

配電線工事 7,060,016 678 707,198 7,767,893

屋内配線工事 49,181 3,297,690 2,147,251 5,494,123

その他工事 2,702,095 161,310 4,048,119 6,911,525

計 9,811,293 3,459,678 6,902,570 20,173,542

㈱ユーラスエナジー宗谷   ・宗谷岬ウィンドファーム建設工事  平成17年12月完成予定

㈱ＪＰハイテック   ・瀬棚臨海風力発電所工事  平成18年１月完成予定

文部科学省   ・新国立美術展示施設新営電気設備工事  平成18年５月完成予定

北海道電力㈱   
・後志幹線新設工事のうち第４次鉄塔工事（２

 工区） 
 平成17年12月完成予定

ボーダフォン㈱   ・ボーダフォンＢ３Ｐ基地局建設  平成18年９月完成予定

期別 
前上半期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当上半期
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

金額(千円) 79,081 1,906,718 167,065



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社は、総合設備業者として、受注拡大と利益の確保に直結し、人材育成と業域拡大に貢献する技術テーマを研究

開発の課題として、研究開発を推進しております。 

具体的には、次の3項目を基準として、テーマの選択を行っております。 

①当社保有の技術を核として、顧客の拡大につながる技術 

②既存の顧客から当社が要望される技術 

③作業安全、コストダウンおよび業務効率化につながる技術 

なお、当中間会計期間における研究開発費は、１８，９００千円であります。 

また、当中間会計期間の主な研究開発成果は次の通りであります。 

（設備工事業） 

①前期まで開発を進めてきました、遠方監視システム（IP-CAM）の顧客ニーズへの対応性の改善と、システム安定

性の向上のための開発を継続しております。 

なお、研究開発費の金額は、６，７３２千円であります。 

  

②従来から実施しております、間接活線工法用機材の改良、および配電工事用の仮送電ケーブルの健全性の評価方

法の研究を継続して実施しております。 

なお、研究開発費の金額は、２，８３６千円であります。 

  

③遠方監視システム（IP-CAM）により、複数の地点を同時に監視することで、施設管理者の管理業務の効率化と省

力化を目指したシステムの開発を進めております。 

なお、研究開発費の金額は、４，８１６千円であります。 

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

  

   当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。 

また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 19,722,027 19,722,027 札幌証券取引所 ― 

計 19,722,027 19,722,027 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

（注）北海道用地株式会社との合併（合併比率1：2.6608）による増加であります。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

（注） １ 当社は自己株式356,227株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合 1.80％）を保有しておりますが、上記の大株

主の状況からは除いております。 

２ 所有株式数および発行済株式総数に対する所有株式数の割合については、表示単位未満を切捨てて表示しておりま

す。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 
（注） 

1,330,400 19,722,027 － 1,730,000 20,654 2,364,633

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

北海道電力株式会社 北海道札幌市中央区大通東１丁目２ 10,078 51.10

北海電工従業員持株会 
北海道札幌市白石区菊水二条１丁目８－
２１ 

927 4.70

北海電工協力会持株会 
北海道札幌市白石区菊水二条１丁目８－
２１ 北海電気工事内 

570 2.89

美和電気工業株式会社 
東京都新宿区新宿２丁目８－１ 新宿セ
ブンビル 

284 1.44

株式会社ザイエンス 広島県広島市中区舟入川口町１－７ 258 1.30

株式会社新生銀行 東京都千代田区内幸町２丁目１－８ 164 0.83

株式会社野村商店 
東京都千代田区神田須田町２丁目１７
神田INビル 

161 0.81

石垣電材株式会社 北海道札幌市中央区北六条西１３丁目１ 154 0.78

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 154 0.78

共和電気工業株式会社 
北海道札幌市北区北二十三条西９丁目１
－１７ 

111 0.56

計 ― 12,864 65.22



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 上記「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ12,000株(議

決権12個)及び400株含まれております。 

２ 単元未満株式には当社所有の自己株式227株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

(注) 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が2,000株(議決権2個)あります。 

なお、当該株式数は上記「① 発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」に含まれております。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

354,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

19,048,000 
19,048 ― 

単元未満株式 
普通株式 

320,027 
― ― 

発行済株式総数 19,722,027 ― ― 

総株主の議決権 ― 19,048 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
北海電気工事株式会社 

札幌市白石区菊水 
２条１丁目８番21号 

354,000 ― 354,000 1.79

計 ― 354,000 ― 354,000 1.79



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は札幌証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 500 495 495 510 510 570

最低(円) 413 427 425 440 440 495



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記

載しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)及び

当中間会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日)の中間財務諸表について、監査法人トーマツの中間監査

を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則(平成11年大蔵省令第24号)第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度

に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

  

資産基準 1.8％

売上高基準 1.6％

利益基準 △2.9％

利益剰余金基準 0.6％



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

現金預金    1,705,095 2,389,706   2,031,876 

受取手形    154,360 124,158   221,509 

完成工事未収入金等    2,574,530 3,312,863   9,170,252 

有価証券    ― 11,100   10,610 

未成工事支出金等    6,560,306 7,687,230   3,053,230 

材料貯蔵品    176,912 299,166   231,851 

繰延税金資産    371,051 472,549   435,359 

その他 ※１  259,630 296,657   313,272 

貸倒引当金    △842 △1,060   △2,930 

流動資産合計    11,801,044 46.4 14,592,372 50.3   15,465,032 53.0

Ⅱ 固定資産          

有形固定資産 ※２  5,821,642 5,923,779   5,898,812 

 建物    2,784,539 2,738,599   2,795,871 

 土地    2,502,890 2,614,053   2,664,175 

 その他    534,213 571,126   438,764 

無形固定資産    383,508 392,467   396,872 

投資その他の資産    7,449,943 8,095,298   7,416,737 

 投資有価証券    5,133,481 5,555,871   4,950,900 

 繰延税金資産    1,977,199 2,213,977   2,138,112 

 その他    527,380 504,889   507,163 

 貸倒引当金    △188,118 △179,439   △179,439 

固定資産合計    13,655,094 53.6 14,411,545 49.7   13,712,422 47.0

資産合計    25,456,138 100.0 29,003,918 100.0   29,177,454 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

支払手形    457,245 452,601   552,765 

工事未払金等    2,386,911 2,547,235   4,306,681 

未払金    484,795 418,319   448,886 

未払費用    1,010,977 1,136,964   1,364,799 

未払法人税等    48,244 33,583   873,000 

未払消費税等    ― ―   201,691 

未成工事受入金等    2,009,928 3,001,282   1,215,207 

その他    129,767 91,210   91,139 

流動負債合計    6,527,869 25.7 7,681,199 26.5   9,054,170 31.0

Ⅱ 固定負債          

退職給付引当金    5,184,605 5,662,008   5,400,622 

役員退職慰労引当金    119,633 83,080   141,210 

固定負債合計    5,304,239 20.8 5,745,088 19.8   5,541,832 19.0

負債合計    11,832,109 46.5 13,426,287 46.3   14,596,002 50.0

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,730,000 6.8 1,730,000 6.0   1,730,000 5.9

Ⅱ 資本剰余金          

資本準備金    2,343,978 2,364,633   2,343,978 

その他資本剰余金    ― 11   11 

資本剰余金合計    2,343,978 9.2 2,364,644 8.1   2,343,990 8.0

Ⅲ 利益剰余金          

利益準備金    244,215 250,465   244,215 

任意積立金    8,322,600 10,081,459   8,322,600 

中間(当期) 
未処分利益    784,502 878,106   1,724,848 

利益剰余金合計    9,351,317 36.7 11,210,030 38.6   10,291,663 35.3

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金    226,373 0.9 312,633 1.1   246,950 0.9

Ⅴ 自己株式    △27,640 △0.1 △39,678 △0.1   △31,151 △0.1

資本合計    13,624,029 53.5 15,577,630 53.7   14,581,452 50.0

負債資本合計    25,456,138 100.0 29,003,918 100.0   29,177,454 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高          

完成工事高 ※２  11,322,674 11,434,671   40,304,107 

兼業事業売上高 ※２  79,081 1,906,718   167,065 

売上高合計    11,401,756 100.0 13,341,390 100.0   40,471,172 100.0

Ⅱ 売上原価          

完成工事原価    10,688,832 10,819,124   37,033,038 

兼業事業売上原価    73,325 1,784,077   166,041 

売上原価合計    10,762,158 94.4 12,603,202 94.5   37,199,079 91.9

  売上総利益          

完成工事総利益    633,841 615,547   3,271,069 

兼業事業総利益    5,755 122,640   1,024 

売上総利益合計    639,597 5.6 738,187 5.5   3,272,093 8.1

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費    999,252 8.8 1,006,694 7.5   2,075,826 5.1

営業利益 
又は営業損失（△）    △359,655 △3.2 △268,506 △2.0   1,196,267 3.0

Ⅳ 営業外収益          

受取利息    563 1,188   1,614 

その他    85,686 95,391   196,279 

営業外収益合計    86,250 0.8 96,580 0.7   197,894 0.5

Ⅴ 営業外費用          

支払利息    46 ―   2,472 

その他    14,300 5,240   16,508 

営業外費用合計    14,346 0.1 5,240 0.0   18,981 0.1

経常利益 
又は経常損失（△）    △287,751 △2.5 △177,166 △1.3   1,375,180 3.4

Ⅵ 特別利益 ※３  138,575 1.2 31,371 0.2   148,707 0.4

Ⅶ 特別損失 ※4,5  10,472 0.1 81,593 0.6   137,330 0.4

税引前当期純利益 
又は税引前中間 
純損失（△） 

   △159,648 △1.4 △227,389 △1.7   1,386,556 3.4

法人税、住民税 
及び事業税 ※６  △40,217 △0.4 △68,357 △0.5   571,381 1.4

還付法人税等    △11,876 △0.1 △54 △0.0   △17,615 △0.0

当期純利益 
又は中間純損失(△)    △107,554 △0.9 △158,977 △1.2   832,791 2.0

前期繰越利益    892,057 858,707   892,057 

合併による未処分 
利益受入額    ― 178,376   ― 

中間(当期)未処分 
利益    784,502 878,106   1,724,848 

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税引前当期純利益 
又は税引前中間純損失(△) 

 △159,648 △227,389 1,386,556

減価償却費  152,128 183,576 326,838

貸倒引当金の増加・ 
減少(△)額 

 2,114 △3,697 △4,476

退職給付引当金の増加額  236,075 146,284 452,091

役員退職慰労引当金の 
増加・減少(△)額 

 △7,004 △58,130 14,571

受取利息及び受取配当金  △60,587 △68,638 △106,986

支払利息  46 － 2,472

固定資産減損損失  － 15,361 －

売上債権の減少額  7,434,870 6,259,286 771,998

未成工事支出金の増加額  △4,480,585 △4,631,400 △973,509
たな卸資産の減少・ 
増加(△)額 

 25,855 △67,314 △29,083

仕入債務の減少額  △2,754,043 △2,057,627 △738,752

未払金の増加・減少(△)額  △77,059 △111,216 42,804

未払費用の増加・減少(△)
額 

 △334,517 △301,756 19,304

未払消費税等減少額  △477,393 △217,852 △275,702

未成工事受入金の増加額  1,078,858 1,785,411 284,137

その他  △59,126 43,222 △57,447

小計  519,981 688,120 1,114,819

利息及び配当金の受取額  47,498 40,110 106,239
利息の支払額  △46 － △2,472

法人税等の支払額  △930,030 △858,995 △934,970
 法人税等の還付額  11,876 54 17,615

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △350,720 △130,710 301,230

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有形固定資産の取得 
による支出 

 △90,857 △150,736 △411,849

有形固定資産の除却 
による支出 

 △105 － △41,409

有形固定資産の売却 
による収入 

 6,716 35,420 6,716

無形固定資産の取得 
による支出 

 △96,577 △45,276 △272,316

投資有価証券の取得 
による支出 

 △200,000 △499,910 △500,000

投資有価証券の売却 
による収入 

 96,601 27,098 615,286

定期預金の預入 
による支出 

 △200,000 － △200,000

その他  6,607 22,763 4,297

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △477,615 △610,641 △799,274



  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

自己株式の取得による支出  △2,424 △5,710 △5,953

自己株式の売却による収入  642 － 659

配当金の支払額  △164,987 △128,240 △164,987

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △166,770 △133,950 △170,281

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
減少額 

 △995,105 △875,302 △668,325

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 2,700,201 2,031,876 2,700,201

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  合併による増加額 

 － 1,233,132 －

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 1,705,095 2,389,706 2,031,876

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  
  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及
び評価方法 

有価証券
① 満期保有目的の債券 
  償却原価法（定額法） 

有価証券
① 満期保有目的の債券 

同左 

有価証券
① 満期保有目的の債券 
     同左 

  ② 子会社株式 
  移動平均法による原価

法 

② 子会社株式
同左 

  

② 子会社株式 
同左 

  
  ③ その他有価証券 

  時価のあるもの 
   中間決算期末日の市

場価格等に基づく時
価法(評価差額は、
全部資本直入法によ
り処理し、売却原価
は移動平均法により
算定) 

③ その他有価証券
  時価のあるもの 

同左 
  

③ その他有価証券 
  時価のあるもの 
   決算期末日の市場価

格等に基づく時価法
(評価差額は、全部
資本直入法により処
理し、売却原価は移
動平均法により算
定) 

    時価のないもの 
   移動平均法による原 
   価法 

 時価のないもの
同左 

 時価のないもの 
同左 

  たな卸資産 
① 未成工事支出金 
  個別法による原価法 

たな卸資産
① 未成工事支出金等 

同左 

たな卸資産 
① 未成工事支出金 

同左 
  ② 材料貯蔵品 

  総平均法による原価法 
② 材料貯蔵品

同左 
② 材料貯蔵品 

同左 
２ 固定資産の減価償

却の方法 
(1) 有形固定資産 
  定率法(ただし、平成
10年４月１日以降に取
得した建物(附属設備
を除く)については、
定額法)によっており
ます。 

  なお、耐用年数及び残
存価額については、法
人税法に規定する方法
と同一の基準によって
おります。 

(1) 有形固定資産
同左 

(1) 有形固定資産 
同左 

  (2) 無形固定資産 
  自社利用ソフトウェア

については、社内にお
ける利用可能期間（５
年）に基づく定額法に
よっております。 

(2) 無形固定資産
同左 

(2) 無形固定資産 
同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般
債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能
性を勘案し、回収不能
見込額を計上しており
ます。 

(1) 貸倒引当金
同左 

(1) 貸倒引当金 
同左 

    



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上しておりま

す。 

  なお、過去勤務債務に

ついては、発生時の従

業員の平均残存勤務期

間内の一定の年数(５

年)による定額法によ

っております。 

  数理計算上の差異につ

いては、発生時の従業

員の平均残存勤務期間

内の一定の年数(５年)

による定額法によって

おり、発生年度より費

用処理しております。 

(2) 退職給付引当金 

同左 

(2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基

づき、当期末に発生し

ていると認められる額

を計上しております。 

  過去勤務債務について

は、発生時の従業員の

平均残存勤務期間内の

一定の年数(５年)によ

る定額法によっており

ます。 

  数理計算上の差異につ

いては、発生時の従業

員の平均残存勤務期間

内の一定の年数(５年)

による定額法により、

発生年度から費用処理

しております。 

  (3) 役員退職慰労引当金 

  役員・理事の退職慰労

金の支出に備えるた

め、退職慰労金内規に

基づく中間期末要支給

額を計上しておりま

す。 

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

(3) 役員退職慰労引当金 

  役員・理事の退職慰労

金の支出に備えるた

め、退職慰労金内規に

基づく期末要支給額を

計上しております。 

４ 完成工事高の計上

基準 

工事完成基準によっており

ます。ただし、長期請負工

事(工期２年以上で請負金

額３億円以上)について

は、工事進行基準を採用し

ております。 

同左 同左 

  なお、工事進行基準による

完成工事高はありません。 

なお、工事進行基準による

完成工事高は35,626千円計

上しております。 

なお、工事進行基準による

完成工事高は5,898千円計

上しております。 

５ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

６ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金からなっております。 

同左  キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金からなっております。 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 
同左 

消費税等の会計処理 
同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

  

――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年8月9日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第6号）

を適用しております。 

 これにより税引前中間純損失が、

15,361千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

  

  

――――― 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

（中間キャッシュ・フロー計算書） 

 投資活動によるキャッシュ・フローの「無形固定資

産の取得による支出」は、前中間期は「その他」に含

めて表示しておりましたが、金額的重要性が増したた

め区分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間の「その他」に含まれている

「無形固定資産の取得による支出」は18,189千円であ

ります。 

  

――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 消費税等に関する表示方法 

 仮受消費税等と仮払消費税等は相

殺し、その差額を流動資産「その

他」として表示しております。 

※１ 消費税等に関する表示方法 

同左 

  

――――― 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額 

5,949,744千円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額 

6,180,654千円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額 

6,012,543千円 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 138,824千円

無形固定資産 12,209千円

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 136,435千円

無形固定資産 46,076千円

 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 283,301千円

無形固定資産 41,227千円

※２ 当社売上高の季節的変動に

ついて 

当社の売上高は季節的変動が著しい

ので、事業年度の上半期に発生する

売上高と下半期に発生する売上高と

の間に著しい相違があります。 

※２ 当社売上高の季節的変動につ

いて 

同左 

  

  

――――― 

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券売却益 

93,001千円 

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券売却益 

26,443千円 

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券売却益 

104,819千円 

  

――――― 

  

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産売却損 

52,033千円 

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 

119,558千円 

  ※５ 減損損失 

当社は、以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

（グルーピングの方法） 

当社は、事業用資産については、主

要な取引先である北海道電力㈱が全

道一円のユニバーサル・サービスを

行っており、当社もそのサービスに

対応する支店配置で自由に拡張撤退

ができないこと、また、同社からの

受注、それに伴う工事の発注が原

則、全道統一単価で工事を行ってい

るため、支店間において生じるキャ

ッシュ・イン・フローが相互補完的

であることから全体を１つの資産グ

ループとし、賃貸用資産及び遊休資

産については個別にグループ化して

おります。 

用途 種類 場所 減損損失 

遊休

資産 

土地 

及び 

建物 

函館市

他5件
15,361千円 

  



  
  

 このうち、遊休状態にあり、将来

の用途が定まっていない資産グルー

プについては帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額15,361千

円を減損損失として特別損失に計上

しております。 

  

固定資産の種類別の内訳 

 土地 11,707千円 建物 3,653千円 

  

なお、当該資産グループの回収可能

価額は正味売却価額により測定して

おり、主に不動産鑑定評価基準に基

づいた鑑定評価額を基準としており

ます。 

※６ 法人税等調整額について 

 法人税等調整額△55,419千円は、

法人税、住民税及び事業税に含めて

表示しております。 

※６ 法人税等調整額について 

 法人税等調整額△83,880千円は、

法人税、住民税及び事業税に含めて

表示しております。 

※６ 法人税等調整額について 

 法人税等調整額△294,588千円は、

法人税、住民税及び事業税に含めて

表示しております。 



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(１)現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と貸借対照表に掲記されている現

金預金勘定は同額であります。 

(１)現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

同左 

  

(１)現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている現金預

金勘定は同額であります。 

(２)重要な非資金取引の内容 

  該当事項はありません。 

(２)重要な非資金取引の内容 

同左 

(２)重要な非資金取引の内容 

同左 



(リース取引関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 
  

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

その他の 
有形固定 
資産 

1,418,309 480,425 937,884

合計 1,418,309 480,425 937,884

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

その他の 
有形固定 
資産 

1,601,108 626,299 974,809

合計 1,601,108 626,299 974,809

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 
  

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

その他の
有形固定 
資産 

1,411,185 568,452 842,732

合計 1,411,185 568,452 842,732

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  １年内 224,079千円

  １年超 731,166千円

   合計 955,245千円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  １年内 245,604千円

  １年超 748,456千円

   合計 994,061千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

  １年内 217,586千円

  １年超 643,660千円

   合計 861,246千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  支払リース料 127,835千円

  減価償却費相当額 118,783千円

  支払利息相当額 10,512千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  支払リース料 132,703千円

  減価償却費相当額 123,751千円

  支払利息相当額 9,782千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  支払リース料 253,636千円

  減価償却費相当額 235,753千円

  支払利息相当額 20,293千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  …リース期間を耐用年数とし残

存価額を零とする定額法によ

っております。 

 ・利息相当額の算定方法 

  …リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

 ・利息相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

 ・利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

(前中間会計期間) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

  

種類 
前中間会計期間末
(平成16年９月30日) 

その他有価証券 取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

株式 110,492 467,745 357,253

債券 1,812,661 1,835,230 22,568

その他 － － －

合計 1,923,153 2,302,975 379,821

種類

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

中間貸借対照表計上額(千円) 

満期保有目的の債券  

非上場外国債券 2,700,000

子会社株式 40,000

その他有価証券  

非上場株式(店頭売買株式を除く) 130,506

合計 2,870,506



(当中間会計期間) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

  

種類 
当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

その他有価証券 取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

株式 110,492 627,845 517,353

債券 1,606,420 1,613,620 7,199

その他 － － －

合計 1,716,912 2,241,465 524,552

種類

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

中間貸借対照表計上額(千円) 

満期保有目的の債券  

非上場外国債券 3,200,000

子会社株式 40,000

その他有価証券  

非上場株式 125,506

合計 3,365,506



(前事業年度) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

  

種類 
前事業年度末

(平成17年３月31日) 

その他有価証券 取得原価(千円) 貸借対照表計上額(千円) 差額(千円) 

株式 110,492 501,914 391,422

債券 1,306,166 1,329,090 22,923

その他 － － －

合計 1,416,658 1,831,004 414,346

種類

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

貸借対照表計上額(千円) 

満期保有目的の債券  

非上場外国債券 3,000,000

子会社株式 40,000

その他有価証券  

非上場株式(店頭売買株式を除く) 130,506

合計 3,170,506



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

当中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

前事業年度  (自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 同左 同左 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益又は中間純損失の算定上の基礎 
  

  

(重要な後発事象) 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 743.35円 804.39円 793.86円 

１株当たり当期純利益 
又は中間純損失（△） 

△5.87円 △8.21円 43.37円 

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益 

潜在株式がないため記載し

ておりません。 

潜在株式がないため記載し

ておりません。 

潜在株式がないため記載し

ておりません。 

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

当期純利益又は中間純損
失（△）(千円) 

△107,554 △158,977 832,791

普通株主に帰属しない 
金額(千円) 

― ― 37,900

(うち利益処分による 
役員賞与金)(千円) 

(―) (―) (37,900)

普通株式に係る当期純利
益又は中間純損失（△） 
(千円) 

△107,554 △158,977 794,891

普通株式の 
期中平均株式数(千株) 

18,330 19,374 18,327

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 当社と北海道用地株式会社は、

平成16年８月25日に合併契約を締

結し、平成16年12月15日開催の臨

時株主総会において、合併契約書

の承認を受け、平成17年４月１日

に合併することとなりました。 

 なお、合併の目的、合併契約書

の概要及び北海道用地株式会社の

概要は「第２ 事業の状況 ４経

営上の重要な契約等」の中に記載

のとおりであります。 

  

――――― 

 当社は、平成16年12月15日に開

催した両社の臨時株主総会におけ

る合併契約書承認決議を経て、平

成17年4月1日に北海道用地株式会

社と合併いたしました。 

合併の概要は次のとおりであり

ます。 

１ 合併後の会社の名称 

  北海電気工事株式会社 

２ 合併に際して発行する株式お

よびその割当 

  当社は、合併に際して普通株

式1,330,400株を発行し、合併

期日前日の最終の北海道用地株

式会社の株主名簿に記載された

株主に対し、その所有する北海

道用地株式会社の普通株式１株

につき、当社の普通株式26.608

株の割合をもって割当交付いた

しました。 

３ 合併により増加した資本金等 

４ 新株に対する利益配当金の起

算日 

  合併に際して発行する普通株

式に対する利益配当金の計算

(１)資本準備金 25,000千円

(２)利益準備金 6,250千円

(３)別途積立金 1,058,859千円



  

  

は、平成17年4月1日を起算日とい

たします。 

５ 北海道用地株式会社から引継 

  いだ資産及び負債 

  当社は、平成17年4月1日に、

同日を期日として行われた北海

道用地株式会社と北電興業株式

会社の吸収分割において北電興

業株式会社へ承継した部分を除

く、北海道用地株式会社の資

産、負債および権利義務の一切

を引き継ぎました。なお、引き

継ぎました資産および負債の内

訳は、次のとおりであります。 

(単位：千円)

(注)記載金額は千円未満を切捨てて表示

しております。 

  

資産の部 負債の部 

流動資産 1,577,397 流動負債 334,652

 現金預金 1,233,132  未払金 178,540

 有価証券 6,002  未払費用 130,957

 未成工事支出金 2,599  未払法人税等 4,056

 繰延税金資産 32,941  未払消費税等 16,161

 未収入金 304,547  預り金 4,272

 貸倒引当金 △1,827  その他 663

固定資産 138,027 固定負債 115,102

 有形固定資産 82,110  退職給付引当金 115,102

 建物・構築物 27,598 負債合計 449,754

 工具器具・備品 20,400 差引正味財産 1,265,670

 土地 34,111    
 無形固定資産 13,948    
 投資その他の資産 41,968    
 長期前払費用 292    
 長期繰延税金

 資産 40,754    

 その他 921    
資産合計 1,715,425    



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  

  

  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第65期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  平成17年６月30日 
北海道財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書の 
訂正報告書 上記有価証券報告書の訂正報告書   

平成17年７月19日 
北海道財務局長に提出 

(3) 有価証券報告書の 
訂正報告書 

平成16年６月29日提出の第64期有価証
券報告書の訂正報告書 

  
平成17年７月19日 
北海道財務局長に提出 

(4) 有価証券報告書の 
訂正報告書 

平成15年６月27日提出の第63期有価証
券報告書の訂正報告書 

  
平成17年７月19日 
北海道財務局長に提出 

(5) 臨時報告書 
  

企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第３号（親会社の異動）の
規程に基づくもの 

  
平成17年９月７日 
北海道財務局長に提出 

(6) 有価証券報告書の 
訂正報告書 

平成17年６月30日提出の第65期有価証
券報告書の訂正報告書 

  
平成17年10月31日 
北海道財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

北海電気工事株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている北海電

気工事株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第65期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、北海電気工事株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成16年12月15日開催の臨時株主総会において、平成17年４月１

日付で北海道用地株式会社と合併することを決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成16年12月17日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  藤  江  正  祥  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  山  本  剛  司  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

北海電気工事株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている北海電

気工事株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第66期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フ

ロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、北海電気工事株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上 

平成17年12月21日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  藤  江  正  祥  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  山  本  剛  司  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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